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開設2周年記念講演会 

「地域を担う人材育成と地域の自立」 

～パブリック・ガバナンス改革～ 

 

九州大学産学連携センター 教授 

講師 谷口 博文 氏 

 

九州大学の谷口と申します。本日は熊本市都市政策研究

所の開設２周年の記念講演会にお招きいただきまして誠に

光栄に存じます。 

私はちょうど 10 年前に熊本の九州財務局に勤めていて、

水前寺の官舎からお城のそばの合同庁舎に通っておりまし

た。そのころ幸山市長に初めてお目にかかりいろいろお話

を伺ったりして、今日までお付き合いいただいております。

また、地元の経済界や大学の方にも引き続きご好誼いただ

いております。さらにこの研究所所長の蓑茂先生には、今

年の造園学会でお目にかかりまして、そのご縁で今日参っ

たというわけでございます。 

福岡の高校を卒業してから 40年近く、ほとんど東京で過

ごしてまいりました。役人生活を 35年やってきたわけです

けれども、5年前に縁あって九州に戻り、現在、九州大学産

学連携センターで、公共政策の授業と地域の人材づくりの

活動を続けております。東京で長い間、予算編成あるいは

法律制度づくりなどをやってきましたけれども、中央で政

策をつくることに限界も感じ、これからの日本は地域、地

方で、自分たちの政策を自分たちの手でつくって、それを

実行していくことが大事だという思いがあり、5年前にそう

いったことのできる人材、私は「地域政策デザイナー」と

呼んでいますが、人材を育てるため、その養成講座を立ち

上げました。  

この熊本市も政令指定都市になり、とても勢いのある街

ですし、そこでこういった研究所がつくられ、まさに地域

のパワー、ポテンシャルを大きく伸ばす道が拓かれていく

のだろうと思います。私は今、福岡アジア都市研究所と所

属先の大学から見ておりまして、この熊本市都市政策研究

所がその力を発揮し、熊本市が大きく飛躍していくことを

大変期待しております。私はその応援団になったつもりで、

本日参りました。私の話が、皆様方のご参考になるか分か

りませんけれども、どうかよろしくお願いします。 

さてそれでは早速話のほうに入らせていただきます。ま

ず、今日お話したいことの内容は大きく 2つです。 

ひとつは人口減少の問題です。以前にもまして大きく取

り上げられるようになったこの問題を、ひとつの地域課題

の例として取り上げます。そして、この問題の解決のため

にどのように考えればよいか。結論を先に申しますと、東

京から出てくる様々な政策メニューをたくさん並べても、

実際は解決にならない。地域がそれを選び取り、どうデザ

インするかを手がけていくことが大事ではないか、という

ことを前半で話します。そして後半では、こうした問題を

解決できる人材をどうやって育てればよいのかについて、

私の取り組みをご紹介しながら、少しでも参考になるお話

をしたいと思います。 
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■「地域」課題とは・・・・ 

これらのお話の前に、目次の最初に書いていることにつ

いて少し触れます。地域を担う人材や地域課題といったよ

うに、私は「地域」という言葉を多用します。例えば「中

央」と「地方」や、「都会」と「田舎」といった意味あいで、

「地域」にはローカルというニュアンスを感じると思いま

す。もちろん場所を意味する部分もありますが、「地域課題」

という場合、それは「ローカル」な問題なのでしょうか。

つまり、世界的に関心のある重要な問題とは違って、特定

の田舎しか関心を持たない問題を意味するのでしょうか。 

私は、それとは違った意味で使っています。ひとつは、

いわゆるリージョナル･ポリシー＝地域政策といいますが、

ここでいう地域 regionとは一定の広がりを持った、ある程

度広域の経済的、文化的つながりを持った場所を指します。

その意味で開発政策のようなリージョナル･ポリシーの場

合、対象となる地域はいくつかの国や自治体にまたがるこ

ともあります。 

もうひとつの大事な意味ですが、様々な社会課題、政策



2 

 

課題が、どこで発生するのかといえば、現場で問題が起き

るわけです。そして具体的に何が問題なのか、一体どうす

れば解決できるのか、あるいは解決策が本当に解決になっ

ているのか、これらは、まさに現場で分かるのです。私は

地域とは、localというよりもむしろ「現場」、つまり field

あるいは on-site といった意味を大事にしなければならな

いと思います。つまり、中央省庁の机の上で制度を考えた

り、現場から遠いところで予算を編成したりしていますけ

れど、その政策が本当に役に立つかどうか、あるいはどう

いったアイデアがあるかの答えは、実は現場にあるのです。

したがって現場の知恵をどうやって制度にするかが大事で、

そこが、私が「地域政策デザイナー」と呼ぶ人材の担うと

ころです。 

現場は東京にもある、ニューヨークにもあります。現場

を踏まえなければ政策はできないと思っています。ここで

お話しする地域課題や地域政策とは、現場にある問題を現

場の知恵で解決していくこと、これをどうやって制度化し

て、政策として実行していくかを考えることです。そして

ここにデザイナーとしての役割があり、その人材の働く場

所があるのです。 

前置きが長くなりましたが、私はこのように考えていま

すので、日本全国で今大騒ぎしている人口減少や自治体消

滅といった課題をあえて「地域」課題の例として取り上げ、

ここでお話しします。 

 

■地域は人口減少・自治体消滅にどう取り組むか 

まず人口減少についてです。図－2は九州の人口をグラフ

化したものです。 
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われわれはすでに過疎化といった問題に直面していて、

それにどう対処するかに散々頭を悩ませてきました。九州

の人口は戦後すぐに急上昇しましたが、いったん山を作っ

て途中で減っています。これはまさに東京一極集中の結果

で、黒い線で示されているように東京は右肩上がりです。

地方から人が出て行って、人口の偏在が起こったのです。

しかし、少なくとも人口全体としては右肩上がりに増えて

いったという時代でした。したがってこの時代、地方の過

疎問題は、まさにローカルな問題、つまり人口が全体とし

て増えていくなかで、それぞれの地域でどう対応するかと

いう問題に過ぎなかったのかもしれません。 

1966 年あたりからまた横ばいになっているのは、政策と

して東京から地方に人を出した時代もあったからです。工

場等制限法等で、工場や大学を外に出す政策がしっかりと

られたのですが、それが廃止されて、再び東京の人口が増

えています。 

そうこうするうちに、人口が全体として減少に転ずると

いう事態が見えてきました。われわれにとって、人口が減

少するという事実は、非常にショッキングでした。すべて

が右肩上がりに動いていた時代に、右肩下がりになるかも

しれないということは、それ自体が大きな意味を持ってい

ました。そこに危機感が生まれ、この危機に対して何か対

応しなければならないということが議論された時代が今か

ら 10年から15年ほど前でした。 

それまでは景気悪化等、何か問題があっても、しばらく

の間、首をすくめてじっと待つということがひとつの対応

策でした。すべてが右肩上がりだったので、待っていれば

やがては良くなる、という確信があったのです。ところが

右肩下がりとなると、首をすくめておとなしく待つだけで

は決して対応策にならないのです。何もしないで良くなる

ことはもうない、何か手を打たなければ悪くなる一方、し

かもできるだけ早くしなければ大変だという危機感、そし

てこの危機感が広く共有されれば、構造改革を進められる

という感覚がありました。 

この感覚は、人口減少問題が取り上げられ始めた時期、

非常に大きな力を持っていました。ところが最近はどうで

しょう。人口減少はもはや当たり前で、生物学的に仕方の

ないことだと、つまりわれわれにとって与えられた条件で

あり、減ることを前提に対応を考えるようになりました。

それはある一面では事実ですが、よく考えてみると、政策

ターゲットになっていなかった。与えられた条件にすぎな

いのです。しかし、危機感が、あきらめの境地に入ってし

まい、問題意識の共有のトリガーとならない。こういった

状況が近年続いていたように思います。 

ところが皆さんもよくご存知のように2013年 12月の『中

央公論』に掲載された増田寛也前岩手県知事の論文が非常

にセンセーショナルに取り上げられました。そこでいわれ

たのは、確かに日本全体の人口減少は自然動態としてある

程度仕方がないが、地域別に見れば社会動態のために、自

治体ごとに非常に格差が現れてきているということでした。

まず注目されたのが 20 歳から 39 歳までの若年女性の人口

が減り、地域によっては自治体自体が消滅するというもの

でした。その事実を、九州を例にとって示したのが図－3

の円グラフです。 
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また、国立社会保障･人口問題研究所の推計が社会移動の

収束を前提にしているのに対して、増田論文では仮に収束

しなかった場合を推計しました。棒グラフの方は、域内の

市区町村に占める消滅可能性の高い自治体の割合を示した

ものです。若年女性の人口が2010年から 2040 年の間に50%

以上減少する自治体を消滅する可能性の高い自治体として

います。棒グラフの左が、社会移動の収束を前提にした社

会保障･人口問題研究所の推定、棒グラフの右が収束しない

場合です。九州の場合、社会移動が収束しなければ、約半

数の自治体が消滅の危機に至るということが数字で示され

たのです。つまり、社会移動を政策のターゲットとして、

いかに取り組むかが今後の地方自治体の命運を左右するの

です。 

人口移動が収束する場合としない場合の違いを地図で示

したのが図－4です。 

 

 

図－4 
 

さらに人口が一万人未満ということになると、いっそう

生々しさをもってきます。福岡県東峰村の若年女性の人数

は 55人、総人口が 1274 人と推計されています。 

九州の各自治体の人口規模と増減率を示したのが図－5

です。 

 

図－5 
 

福岡市は政令市なので区ごとに示しています。2010 年の

数字を使っていますので、熊本市はまだ政令市となってお

らず、市全体で人口 74万人程となっていますが、人口増減

率ではマイナスとなっています。ある程度中核となる市が、

県庁所在地にあって、地域のコアを形作っているわけです

が、人口増減では軒並みマイナス推計というのが現状です。 

人口減少が進むと、原因と結果が相互に作用しながら、

次のような厳しい状況に陥ることになります。 

 

 

図－6 
 

まず企業が撤退し、雇用が失われます。雇用が無くなる

と若者がいなくなり、後継者不足から事業の継続ができな

くなります。自治体の税収不足から、公共施設は老朽化、

公共交通も撤退せざるを得なくなり、移動手段が喪失され

ます。そうして、コミュニティの維持が困難になり、限界

集落、そして地域自体の消滅という、負のスパイラルを辿

っていくわけです。 

こういった課題をどう解決するのかが、今まさに日本全

国で問われています。この構造は、ひとつには先ほど述べ

たように、自然減としての人口動態と社会減としての人口

動態の組み合わせで動いています。皆さんのお手元に資料

がなくて恐縮ですが、人口減少のメカニズムを分かりやす
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く説明するためのアニメーションをつくっていますのでご

覧ください。 

それぞれの地域が自然減となるというのがひとつ、もう

ひとつは人が動いて、どこかに集中して、どこかが減って

いくという社会減です。今は一極集中で皆、東京に集まり

ます。ところが一番のポイントは東京の合計特殊出生率が、

1.13 と極めて低いことです。これによって、人口のブラッ

ク・ホールとなって、日本全体の人が減ってしまうのです。

つまり、一極集中が、日本全体の人口を吸い込んでしまっ

ている状況が現在起こっているわけです。これでは地方都

市が頑張って政策的に人口を増やしても、生産年齢人口の

世代になると進学や就職で東京へ行き、地方の成果を首都

圏が吸い取ってしまいます。また、東京は世界で例を見な

い高齢化への道を進んでいます。施設の不足など、いろい

ろな政策の実行が極めて困難になりつつあることは明白で

す。私の推測では、東京は高齢者を抱えきれなくなり、地

方が東京の負担をすることになるのではないでしょうか。

つまり、地方が子供の教育費と高齢者のケアを負担し、生

産年齢人口世代の生産力と所得による税収は首都圏に吸い

取られてしまうことになる。これは日本全体として好まし

くないと思います。 

この問題をどうやって解決すればよいのでしょうか。実

は政策メニューはすでにたくさんあります。例えば、出生、

育児、高齢者医療といった自然動態に関する施策を通じて、

人口を増やすことです。出産祝い金や医療費の無料化や、

婚活事業、またコーディネーターの招聘といった政策は、

すでに多くの自治体で行われています。また社会動態に関

しても、流入促進・流出抑制を政策の軸に、住宅政策、人

材育成・教育、定住人口の定着、そして一番基本になるの

はやはり雇用ですから、産業育成が重要です。かつては企

業誘致が中心でしたが、それも含めてグローバル規模での

流通を見据えた地場産業の振興、特産品の販売促進が盛ん

に行われています。そしてまちづくりについても、魅力的

なまち、ということで居住環境の整備がソフト面でもハー

ド面でもいろいろ進められています。さらにいえば、まち・

ひと・しごと創生本部による基本法案づくりや様々な有識

者懇談会による多くの政策提言が今まさにリアルタイムで

進行中です。 

今後、こうした政策メニューを、各自治体が作成する総

合戦略に盛り込んでいくことになります。しかし、各自治

体はもともと基本構想といったマスタープランを持ってい

て、そこには理念を含め、様々な計画が織り込まれていま

す。そうしたなかで、人口減少問題に着目したかたちで、

あらためてどのような総合戦略をつくるのかは、恐らくこ

れから議論となるでしょう。私の個人的見解では、従来の

メニューを羅列するだけでは、総合戦略は今までのパター

ンの延長に過ぎなくなるのではないか。根本的なまちのあ

り方をデザインするという戦略的発想ができるか否か、こ

れが今後を左右すると思われます。 

では、すでに山ほどある政策メニューを、実際にどうや

って実行するのか。本日の表題にあります「パブリック・

ガバナンス改革」の問題ですが、今までのように政策メニ

ューを一時的･個別に実施するのではなく、総合的に抜本的

な視野に基づいて取り組んでいくことです。例えば、財政

状況が厳しい中で、どの政策分野に力を注ぐのか、選択と

集中が大切です。 

より重要なのは、これからの政策課題はひとつの自治体

だけで単独に完結するものではない点です。例えば、定住

人口の増加には周辺自治体と人の取り合いするのではなく、

協力するほうが効果的です。つまり、広域連携によるウィ

ン･ウィンの関係をつくれるかどうか、この関係をどのよう

に構築するのか、という政策デザインができるかに成否が

かかっているのです。また人口政策は今すぐ取り組まなけ

ればならない喫緊の課題である一方、効果を評価するには

長い期間が必要です。長期的ビジョンを持ったロードマッ

プを作成していくことが求められます。パブリック･ガバナ

ンスの確立した自治体とは、こういったことのできる組織

体です。その意味で従来とは異なるガバナンスの下に、様々

な政策メニューを組み合わせて体系化していくこと、ここ

に政策デザイナーの働きどころがあり、これからの地域課

題解決の鍵となるでしょう。 

 

 

図－7 
 

例えば、地域社会の崩壊･消滅を防ぐための政策デザイン

として、「広域自立圏」という発想があります。東京一極集

中をくい止めるために、周辺自治体が協定を締結し、地域

に人口をとどめる“ダム都市”として産業雇用で成長拠点

となり、子育てもしやすい中核都市をつくる、そしてそこ

で得たものを周辺地域に還元していくという還流構造、つ

まり循環型の経済圏を構築するというものです。この場合、

すべての地域で同時に人口増が起こるのではなく、時間差

のある形でそれぞれの人口が増えていくと考えています。

ここでコンセプトとして出てくるのが、定住自立圏、コン
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パクトシティなどです。とりわけ重要なのが、地域公共交

通です。周辺を含めた自立した経済圏を築くには、地域全

体を結ぶネットワークとしてモビリティを確保する必要が

あります。公共交通網の多くを民間に依存し、不採算路線

は切り捨てられてしまう日本とは異なり、欧州では地域の

モビリティの確保は自治体の責任であるという考え方で、

できるだけ予算を低く抑えるかたちで税金を投入しながら

公共サービスとしていろいろな工夫がなされています。日

本もこういった発想を取り入れていくべきだと思います。 

そこで重要なのが、地方分権の考え方です。①成長力の

ある中核都市、②循環型経済圏を実現するためには、地域

が政策を自ら考え、つくらなければならない。その際、様々

な障害に直面しますが、その最たるものが国の規制です。

したがって、地域が自分で決定できることが必要であり、

③国は権限や財源の地域への委譲を進めねばなりません。

キーワードは「自立」です。地域が自分で決定するという

ことは、権限を持つことを意味する一方で、他方において

大きな責任を負うことでもあります。広域連携の場合、参

加する自治体が責任を分担しますが、その中でもやはり、

リーダーシップや実際に戦略的に動かす仕組みが必要です。

それらをつくれるかどうか、そこにガバナンス改革の必要

が出てきます。目標達成に向けた政策メニューと、それに

関する選択と集中、捨てるということについても、お互い

を説得しながら、ウィン･ウィンの関係を実現し、持続させ

ていくことが自治体に求められているのです。 

 

■地域の課題解決に必要な人材 

 

図－8 

 

では、これまで述べてきたことが今、必要だとするなら

ば、どのようなパブリック・ガバナンスのあり方が求めら

れるのでしょうか。 

従来のやり方では限界があります。私自身の経験ですが、

東京の机の上で制度をつくっていてもやはり、現場の問題

状況を分かっているのかが問われました。最近の霞ヶ関は、

時間もお金もなく、なかなか現場の状況を把握することが

できません。実際、個々の現場は異なる問題状況にあるの

に、中央は単一の制度で解決を図ろうとします。現場のニ

ーズを的確にフィードバックするのに非常に時間がかかる

のです。この点を考慮すると、本当に問題を理解している

所が問題解決の権限を持ち、現場にある解決の知恵を活か

して、政策を立案していくことが大切です。そして地域は

これらを自ら実践して、スピーディーに解決することがで

きなければならないのです。そこで今後のガバナンス改革

の方向性として、まず、政策の企画立案機能を国から地域、

現場に移動させることです。 

 

もう一点、企画立案機能を官の独占から、民のノウハウ

活用の形に変えていくことが重要です。介護であれ、福祉

であれ、現場の状況を理解している民間の人が企画立案･制

度づくりのプロセスに加わる必要があるのです。昔はタコ

部屋的な場所に役人が集まって法律をつくっていたわけで

すが、今はそういう世界ではつくれないというのが実態で

す。また社会課題は起業ニーズの宝の山でもあり、ソーシ

ャル･ビジネスはこれらから利益を生むものです。その意味

で、ビジネスと政策を排他的に考えるのではなく、社会課

題の解決という共通の目的を通じて考えれば、制度作りに

民間が関わっていくこともガバナンス改革の方向性のひと

つです。地域自身が責任を負うという意味でも、地域のガ

バナンス能力を強化することは、地域の信頼向上につなが

るのです。 

そして、これらの方向性を実現するために必要なのが、

「人財」なのです。ここではあえて人ザイに財産の「財」

を使っています。韓国の方に伺ったのですが、あちらでは

人ザイは、5段階あるそうです。人災（いるだけで災いにな

る人）、人在（存在するだけの人）、人才（才能はあるが活

用できていない人）、いわゆる人材（社会の材料となって活

かされる人）、そして社会の宝になれるという意味の人財で

す。まさに宝としての人財が求められているのです。 

人財に具体的に求められる能力は、まず政策を形成、分

析、評価できる頭脳をもつということ、すなわち企画立案

能力です。これには、現場の視点で問題を把握し、その解

決策を幅広い視野で政策としてデザインできること、更に

言えば、海外の例を参考にするようなグローバルな視点が

必要です。2番目は、政策実現能力、頭だけではなく、実際

に動き、実現できる手足を持つことです。さらに政策を実

現するために、人を説得し、動かすためにプレゼンテーシ

ョン、コミュニケーション、交渉の能力に優れていなけれ

ばなりません。しかし、頭が良い、腕力があってフットワ

ークが良い、それだけでは不十分です。そこで 3 番目にハ

ート、つまりパッションが必要です。そもそも政策という

のは、課題を解決するためのものです。例えば、赤字だか

ら公共交通を廃止するのは仕方がないというように、現状

に妥協するのでは何も変わりません。状況をなんとかした
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いという気持ちがすべての原動力なのです。したがって、

志や、アントレプナーシップ、チャレンジ精神といった情

熱が非常に大切です。とかく人間は、現状維持に留まりが

ちで、ステータス・クオを変えようとすると必ず、なんら

かのフリクションが生じますが、それでも解決したいとい

う強い気持ちが地域政策デザイナーには必要です。一人ひ

とりが、この状況は放置できないと思ったときにはじめて、

政策が力を持つのです。 

 

 

図－9 

 

 

■地域政策デザイナーの養成 

これらの能力を持った人材を育成したいという思いから

5年前から九州大学で始めた「地域政策デザイナー養成講座」

についてご紹介します。 

 

 

図－10 

 

社会の課題解決に貢献できる、より実践的な人材を輩出

するために、九州経済連合会などの大学外部のメンバーが

加わった実行委員会によってこの講座を設置しました。大

学院の 4 単位の授業で、講義とグループワークによるワー

クショップの 2本立てです。テーマは様々ですが、特に「九

州の自立と成長戦略」を共通テーマに据えています。 

 

図－11 

 

受講生は、閉鎖的なものにならないよう、九州大学の院

生と、一般募集による社会人から構成されています。自治

体や企業からの派遣者を含め、毎年 30名程度です。30万円

の費用がかかりますが、政策提言能力を習得したいと個人

で参加される方もいます。学生と社会人ではやはり、実践

力という意味では、社会で鍛えられた後者の能力が高いよ

うです。人員の多様性を高めるため、当講座はあえて様々

な所属先や学生などの混在したグループ編成をしています。

また、外国からの受講生も必ず入れて、年齢層も広く、で

きるだけ女性を多くするようにしています。授業は最初か

らいきなり合宿で、ひとつのテーマを設けてディスカッシ

ョンします。講義は聴講生も受け容れているので全部で100

名ぐらい受講します。 

 

 

図－12 

 

過去 4年間のテーマを振り返りますと、例えば 2012 年の

「地域の課題解決と新たな成長への道」では、糸島市や唐

津市など、具体的な地域を設定して、政策提言しました。

実践性を重視しており、第１期の福岡市への提案などは、

今現実に動き始めています。 
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2 期目は「震災後の日本の進路と九州の今後のあり方」と

いうテーマで、そこでの提案は法政大学「地域政策研究賞」

の最優秀賞を受賞しました。分析の切り口はやはり「広域」

で、個々では難しいので、ある程度の広域で問題を解決し

ようという発想です。したがってエネルギーも防災も、そ

れぞれの特色を活かしつつ、全体でウィン･ウィンの関係を

つくるには、どうしても政策や事業の「主体」が必要で、「九

州府」のような考え方が出てきます。なぜなら現在の制度

では、市町村、県の次は、いきなり国ですから、九州全体

のことを考える主体が存在しません。だとすれば、われわ

れが考えるしかないという発想です。 

 

 

図－13 

 

講師は、大学関係者だけでなく政策実務者、首長、経済

人など様々です。中間発表をはさんで、自分たちの政策提

言を練り、授業最終日に発表し、優秀者は表彰されます。

大学の場合通常、修了証書は学部長が手渡しますが、われ

われは大学総長に来ていただいています。修了式には、九

州財界の重鎮や、文科省の審議官にも参加していただき、

産学官一体となって、実践に耐え得るような提案･人材を育

てているところです。 

最後に講座の特徴、課題をまとめてみたいと思います。

まず、非常に多様な人が参加します。異種業間の交流を通

じて相互の学びとイノベーションを生み出そうという狙い

です。また、濃密な議論を含めたグループワークは、卒業

後も継続する強力な人的ネットワークを形成します。 

そして産学官連携での運営が特徴です。そこでは、大学

側の都合ではなく、産業･経済界の実際のニーズに合わせた

テーマを設定し、そのテーマに沿ったプログラムや講師陣

を敷きます。そして、単なるアイデアで終わるのではなく、

実際に役に立つ提案をつくります。また自治体職員や企業

の職員、ＮＰＯスタッフなどの社会人が学び直す場として、

研究者も含め産学官の人材交流の場として、大学を社会に

役立てたいと考えています。 

 

 

図－14 

 

私は、ここで得たスキルを生かして、産学官の間で人が

職場の垣根を超えて、ぐるぐる回っていくような働き方に

なるのが理想的だと考えています。それは従来の日本の雇

用体系とはかなり異なり、どちらかといえばグローバルな

姿です。真の意味での人財活用のあり方、地域の活力向上

という点からすれば、新しいライフスタイルとして雇用に

対する流動的･柔軟なあり方が広がったほうが良いと考え

ています。現段階ではまだ難しい面もあるでしょうが、で

はどうすればよいでしょうか、という問題提起をして、講

演を終わらせていただきたいと思います。ご清聴ありがと

うございました。 
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開設2周年記念講演会（平成26年 11月 5日開催） 

鼎談「持続可能で創造的な都市づくりと人材育成」 

 

 

 

 

 

蓑茂 谷口先生ありがとうございました。ご講

演では地域課題をどう認識するかというお話を

伺いました。われわれもテレビや新聞などで、

人口減少社会のことについてたくさん聞いてお

りますが、その観方をお教えいただいたような

気がします。それから、それを具体的に解決す

るために、地域政策デザイナーという新しい言

葉を聞かせていただきました。デザイナーとい

うことですから、前例横並びではなくて、クリ

エイティブなことをするのだな、という印象で

聴かせていただきました。それでは、最初に幸

山市長に質問や意見、感想をお話ししていただ

きたいと思います。 

 

幸山市長 谷口先生あらためてありがとうござ

いました。10年ほど前にご縁があったのですが、

こういう形で再びお会いすることができ、また

大変貴重なお話を伺うことができて大変良かっ

たと思います。 

まず、質問のようになるかもしれませんが、

いろいろお話がありました中で、広域連携の話

がありました。ウィン・ウィンの関係をいかに

築いていくかであるとか、広域連携のガバナン

スの話もでてきました。何かを捨てるとか、あ

るいは中期的に持続させることが大事だという

ことでした。最後に「九州府」と出てきました

ので、道州制なども視野に入れていらっしゃる

だろうなという思いで聴かせてもらいましたけ

ども、現実の今の市町村の状況を見たときに、

道州制はたぶん5年や10年でできる話ではない

と思っております。もちろん将来的には目指 

 

す選択肢の一つとして置いておかなければなら

ないかとは思いますが、時間はかかるだろうと

思います。今の市町村の状況であるとか、ある

いは都道府県の役割なども考えたときに、抽象

的で申し訳ありませんが、例えばどう連携をと

っていくのかとか、あるいはそのときに大都市

の果たす役割はどうあるべきであるかとか、今

おっしゃった市町村制、都道府県制についてコ

メントをいただければ、今後の熊本市の目指す

姿の参考になるのかなと思います。 

 

谷口氏 今まさに市長からお話がありましたこ

とは非常にホットな問題でもありますが、私は

カギカッコ道州制と言ったのには実はあまりこ

だわっておりません。ただ、先ほど言いました

ように、もっと広い地域のことを誰が考えるの

かというときに、考える人、考える組織がやは

りあってほしいと思っています。例えば行政目

的ごとにやるという制度は今すでに広域連合や

一部事務組合といった制度化がすでにされてお

りますので、今の地方自治法に基づく制度を使

うということもひとつの手段であります。した

がってそういうものを使って、例えば観光であ

るとか、農業であるとか、防災であるとか、特

定のものに関して行政としての組織をつくる手

段はもうすでにいくつかあります。だから別に

県を廃止するとか、すごく極端なことをやるの

ではなく、問題はそれを何のためにやるのかと

いう目的のところにあります。それはやはり広

域で解決すべき課題を広域で解決できるだけの

主体をつくるという意味で、その理想的な姿が

九州大学産学連携センター 

教授 谷口 博文 氏 
熊本市長 

幸山 政史 
熊本市都市政策研究所長 

蓑茂 壽太郎 
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将来の道州制なのかもしれません。けれど別に

カギカッコ道州制にこだわることなく、それが

できるようなエンティティ（※集合体・組織）

をいかにつくるかという問題だろうと思います。

そのためには広域連合という今の地方自治法上

にある制度は、これはこれで面白い制度だと思

います。関西などで実際に動いているところが

ありますので、そういったものを少しずつ地道

に、足元から埋めていくということがたぶん一

番現実的です。しかしながらそれは目的をいつ

も忘れないという意味で、道州制ができないか

ら何もやらないというのではなく、一歩一歩進

めていくためのプロセスとしてやっていくのが

いいのではないかと思っております。 

 

幸山市長 谷口先生ありがとうございました。

もう一点、大都市制度について、熊本市が合併

をして政令市になったのは、熊本市だけの変化

ではなくて、熊本県全体で見ましても、大きな

変化であります。話が飛び飛びになりますが、

先ほど、一極集中の話が出ました。全国的には

やはり東京への一極集中が懸念され、九州の中

では福岡への一極集中が懸念され、熊本県の中

では熊本市、熊本都市圏への一極集中が懸念さ

れ、ということですね。あるいは熊本市の中で

も今、中心部の再開発が話題になっていますが、

熊本の中心部への一極集中が懸念されている。

だから、熊本市というのはある意味、一極集中

を懸念すると同時に懸念される立場でもあると

思っております。そういった中で、熊本市域の

中では、いやいや一極集中ではないんですよと、

先ほど公共交通の話も出てまいりましたが、公

共交通の基本条例やグランドデザインを描いた

り、今ようやく地域のコミュニティ路線が走り

始め、それを全体のバス網の最適化に向けて、

バス事業者との難しい調整に本格的に取り組ん

でいこうとしているところです。それから、や

はり広域的な役割ということで、合併、政令市

になるときに県内のいろいろな自治体の人から、

直接ではないですが、「熊本市だけが元気になる

話なのでしょう」ですとか、そういう悲観的な

話ではなくても、やはり政令市になって実力を

つけて、先ほど中枢拠点都市の絵もありました

が、将来的にダム効果を働かせてくれるような

役割を政令市に対して期待するという声ももち

ろんあったわけです。そのような観点で政令市

になった熊本市に対して、お隣の福岡からご覧

になって、アドバイス的なご意見をいただけれ

ばありがたいと思います。 

 

谷口氏 大変難しい問題ですが、やはり拠点と

なる熊本市の役割は、本当に周辺から見たとき

の位置、地位として大事です。まさに稼ぎ頭と

して稼いで、その稼ぎをどうやってフィードバ

ックしていくかに一番実力が問われているとこ

ろだと思います。しかしこれは他の地域でも実

はまだ必ずしも成功していないし、知恵がまだ

出てきていないと思います。ここでアドバイス

と言われましても、なかなかすぐにお答えする

ことができませんが、ただ、それが今一番大事

なことだと申し上げたい。成長戦略等で一番大

事なものというとどうやって稼ぐかの知恵、メ

ニューをいっぱい出してきて頑張るわけで、も

ちろんそれをまず実現できなければならないの

ですが、もっと大事なのはそれをどうやってフ

ィードバックしていくか、そこの知恵が必要で

す。先ほど2番で書きましたが、還流構造です

ね。還流構造をどうやってつくるかは実はまだ

答えがないのだろうと思います。だからこそ政

策デザイナーがこういうことをやることによっ

て中枢拠点都市、あるいは一極集中といわれて

いる所とその周辺が、ウィン・ウィンの関係に

なりうるかどうか。どうやったらフィードバッ

クできるか、そこの知恵をいろいろな政策分野

で考えていく。私は、こういう勉強会のときに

いろいろな方に聞くんです。これどうしたらい

いでしょう、例えば生活保護の世界でもできる

んじゃないか、あるいは交通の世界でもできる

んじゃないかとか。交通の場合は特に内部補助

ですよね。ネットワークとして活かすには、内

部補助をいかに使っていくかにあると思います。

従来は内部補助というと、どちらかというと否

定されますが、全体としての効率性を高めてい

くことで活かしていくという道もあると思いま
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す。そこの知恵を出すところがまさに正念場で

あって、それを熊本が真っ先にやることで、ま

さに全国的なモデルになるだろうと思います。 

 

蓑茂 この鼎談では、「創造的な都市づくり」と

いうのがひとつのキーワードになっております。

それに関して、デザイナーという言葉が使われ

ているのは、その意識がやはりおありなんでし

ょうか。 

 

谷口氏 おっしゃるとおりで、私はあえて政策

デザインという言葉を使っているわけです。意

匠とか設計とかプランといった意味で使われる

言葉ですけど、やはり全体をどううまく組み合

わせて、戦略的につくっていくかというところ

が大きいと思います。当然ながら環境デザイン

とか都市デザインといった言葉がもともとある

わけで、それはそれとして大きな意味を持って

いますが、私はそれを政策としてうまく組み合

わせていくという期待を込めて使っています。 

 

蓑茂 そのほか「現場」という言葉が何回か出

てきました。ガバナンスと現場力の話だと思い

ますが、デザイナーというのはアイデアをリア

ルにしないと意味がないわけですよね。それは

人材養成講座の中のワークショップかグループ

ワークがリアルに結びつくということでいいの

ですか。 

 

谷口氏 おっしゃるとおりです。今年は11月 8

日にその発表会をいたします。これは、全体と

しては大学改革シンポジウムになっていて、そ

の前半部分が政策研究発表会です。今回はグリ

ーン経済の構築による地域の持続的成長と広域

行政というテーマです。つまり絵に描いた餅、

アイデアだけを言ってもダメで、実際にコメン

テーターとして、九州地方整備局長や、九州農

政局長といった皆さんに来ていただきます。そ

ういう方に聞いてもらって、それが本当にリア

ルなものとして、耐えられるのかどうかをコメ

ントしていただく、またこういった場所でコメ

ントしてもらうことによって、できるだけリア

ルな形で動くようにするということを考えてお

ります。 

 

蓑茂 先程のフロアからのご質問とも関係しま

すが、先生は韓国では「人ざい」が5つあると

おっしゃいました。私は3つしか知らなかった

のですが、人がいるという意味の人「在」と、

それから「材」料と宝「財」。「在」から材料の

「材」になるトレーニングと、「材」から宝「財」

になるトレーニングというのは、やはりプログ

ラム上、意識してつくられているのでしょうか。 

 

谷口氏 第一段階、第二段階というほどの意識

はないですが、ただ実際にやはり、頭で考える

ことの得意な人は非常に優秀ですし、素材とし

て非常にいいですよね。他方、切れ味はどうも、

だけどパッションはしっかりあるというような

人もいるわけです。それがどちらが上か下かと

いうようなことではなくて、それぞれが自分の

持っていないところ、頭と手足とパッション、

ハートを補い合っていけば、兼ね備わってくる。

そうやって宝になるのかなと思います。 

 

蓑茂 大変興味深く伺いました。熊本市は政令

市になりまして、今日の講演会も、熊本市の職

員の方がたくさんお見えです。たぶん施策を執

行する能力と、政策を立案する能力は、トレー

ニングが違うと思います。そういった意味では、

ある新しい局面を熊本市は迎えていています。

政策を立案するのは部局ですから、都市政策研

究所はあくまでもそのソース（源）みたいなも

のを出す役割がある。私は常々クリエイティブ

なまちづくりをするためには、イマジネーショ

ンの元が大事だと言っています。先生の講座の

中で、いろんなことを想像するということを、

何かなさっていましたら、紹介して頂けないで

しょうか。 

 

谷口氏 イマジネーションはすごく大事です。

自分の考えたものが本当に動くかなと考える。

イメージが湧いてくるものなのか、全然見えて

こないものなのか、そのあたりの想像力です。
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クリエイティブな面も大事ですけど、イマジネ

ーションの意味での想像力というのは、それは

ある意味センスかもしれない。議論の中で、セ

ンスがいいなというアイデアと、これはちょっ

とうまくいかなさそうだというものが出てまい

ります。それをどうやって鍛えるかというのは

難しいのですが、やはりそのためにかなりイン

テンシブ（※徹底的）な議論をやっています。

実をいうと次回の政策研究発表会のためにほと

んど毎夜、彼らは集まっていろんなことを議論

しているんです。報告書を書き、プレゼンのた

めのパワーポイントを作り、そして今はそれを

練習している段階です。それぞれの段階で、相

当濃密な議論をやっているうちに、段々とお互

いが少しずつ高まってきているのを感じていま

す。ワークショップというのはグループワーク

で、まったく自分と関係のない世界の人とやっ

ていくのですけど、まったく関係のないところ

から来た人の意見が非常に参考になって、突然

花開いたということがよく起こります。若い中

国人の女性などが思いもしないことを言い、そ

れが突然、ああそうかということで広がってい

く。そんなことが小さなワークショップの中で

起こっています。やはり多様性があるというこ

とは本質的に大事なことだと思っております。 

蓑茂 先ほどの講演の中で、役所の中でタコ部

屋的にみんなが集まって、とおっしゃいました。

あれは結局、インハウスのプランナーが役所の

中にいた、ということですよね。今、地方自治

体は都市計画などいろいろなことを外注や委託

に出しますよね。それをインハウスのプランナ

ーがいて、やっていたという時代があったと思

います。私はこれからは、インハウスのプラン

ナーをまた育てないとダメだと思います。 

 

谷口氏 別に極端に変わったわけではなくて、

今でももちろん中の人が中心になっていますし、

さすがに予算編成となると、外の人はあまり入

ってきません。それでも、法律を作るときに出

向で来られた外部の方が活躍されることも多く

なったということです。それほど大きく、外と

か内ということではありませんが、ただ外の意

見を採りいれるという意味で、そこにそういう

人材がいるということは、これからもたぶん必

要でしょうし、多様性を持つという意味では、

それが内であれ外であれ、そういったものを受

け容れる素地をもたないと、政策はつくれない。

その意味では、やはり外のものを受け容れなが

ら、つくっていくということは同じかなと思い

ます。 

 

幸山市長 人材の話になっておりますので、熊

本市の話をしたいと思います。やはり政令市に

なるということは県とほぼ同格になるというこ

とですし、国とも直接やり取りが求められてき

ます。そういう意味では２年半前に大きな変化

が訪れたわけです。そういうなかで熊本市の職

員は、先ほどの頭脳、手足、ハートについて、

よく県庁職員と比較されることがありますが、

県庁職員と比較して、熊本市の職員の頭脳や手

足、ハートが劣っているところは決してないと

思っています。ただ、いろいろな課題や熱いハ

ートをもっていても、それをいかに政策にまで

汲み上げることができるかということです。交

渉力についても、国の人たちといかにやり取り

をして実現に結び付けていくか。その辺はまだ

なったばかりでありますから、まさにこれから

という部分もあると思っています。だからこそ、

この都市政策研究所もつくらせていただいたわ

けです。まずは地域を知ろうということで、地

域がどういう変遷を辿ってきたのか、歴史的な

認識も共有化することで、そのなかで様々な政

策実現に向けて、いま頑張っているという状況

であります。そういう役割が政令指定都市には

求められていますし、それを実現していかなけ

れば、なかなかこれ以上の地方分権というのは

難しいのではないかと感じているところです。

国の人たちは地方分権について、谷口先生は違

うと思いますが、地方なんかに任せられないと

思っている人たちが、結構まだまだ多いと思い

ます。それを、いやできるんです、どんどん任

せてくださいという覚悟を示し、受け皿を作っ

ていくためには、政令市熊本の果たす役割はと

ても大きいような気持ちがします。そのために
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今、職員たちもとても頑張っていますが、そう

いう観点で何かコメントいただければと思いま

す。 

 

谷口氏 私が言いたかったこともまったく同じ

です。霞ヶ関のほうからすると、地方分権とい

う言葉にはいつも、本当にできるのかという意

味を裏側に持っていることが多いのです。実際、

自分たちで調整できなくて、国にあがってくる

とか、できるならやってごらんというようなこ

とを言外に含ませることは結構あるだろうと思

います。でも私はこの九州に戻ってきて、現場

にいる人たちを見て、人材は山ほどいると最近

いつも言っています。地域に人材がいないなん

てことはまったくない、地域にはそれはもうす

ばらしい宝の山があります。ただ、これまで法

律をつくることは少なくとも自分の仕事ではな

かったので、そういう力を発揮したことはなか

ったかもしれないけれど、やらせればできる人

がいっぱいいるわけです。なぜなら優秀な人材

で、地域に残りたいと思った人は市役所とか、

県庁とか大きな企業に行っている人も多いわけ

です。その人たちがどういう方向に力を使って

いくかというときに、少なくともこれまでは国

の仕事だったことは、もちろんやったことがな

いのですから、それはできないだろうと言われ

ても仕方がない。だけど、やってごらんと言わ

れたときに考え出す内容は本当にすばらしい。

こういうことを私はこれまで何度も経験しまし

た。セミナーで、国だったらどうするか、法律

をどう改正するかということを考えてごらんと

言ったら面白いことがたくさん出てくるわけで

す。だから私は地域に人材がいないとはまった

く思わないし、むしろ逆だと、東京ではいつも

言っております。 

蓑茂 もう一点、「持続可能な」という言葉が出

ています。「持続可能な」という言葉は少し前は

よく環境問題で出てきたと思います。環境問題

で、ちょっと収容力がオーバーしているよ、持

続可能なのかねって話がありました。あの場合

は、環境問題があって、それを議論していたら、

新しい環境社会のようなものができて、例えば

パリ流環境社会だとか、いろいろなことが言わ

れています。交通の問題だとか、ライフスタイ

ルだとかを特性として説くものですね。こちら

熊本でも、水俣ではそういう環境スタイルがあ

ったと思います。北九州などもそうです。そう

いった意味で人口減少社会、人口減少問題で、

例えば、熊本流人口減少社会とか、なんとか流

というのがあり得るのでしょうか。先ほど東京

のブラックホールの話がありました。あの手の

ものとはまた違う、限界集落問題からはじまる

農村部の解決法にも○○流があり得るのでしょ

うか。 

 

谷口氏 それぞれの地域にあった解決方法は当

然あると思います。それをやっぱりデザインし

なければいけないと思います。そこが地域での

課題解決の大きな特色となってくると思います。

人口減少の食い止め方みたいなノウハウもので

考える場合はどうかと問われると、ピンときま

せん。しかし、明らかに政策として力を入れて

いるというときに、重点の入れ方が違ってくる

のは当然のことだろうと思いますし、むしろそ

うでなければならない。全国一律で、あれやり

なさい、これやりなさいとメニューが来る、そ

れでは解決しないだろうと思います。 

 

蓑茂 時間も無くなって来ましたが、幸山市長

にお伺いしたいのですが、都市政策研究所をお

つくりいただきまして二年間、いろいろなこと

をやってきたのですが、それについて少し厳し

い意見もいただきたいのですが。 

 

幸山市長 厳しくなくてもいいですか（笑）。都

市政策研究所は、熊本市にとって必要な組織だ

った、どうしても設置しなければならないもの

であったわけです。2年経過したわけでありま

すけど、そういう意味では今、ようやく土台を

作っていただいた状況だと思っています。ただ、

実際研究員になっている、あるいは職員併任研

究員といった形で関わっている職員たちはこの

研究所がどういうものなのか、あるいはどう活

用していったらいいのかについては考え始めて
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いるのですが、まだまだ職員全体にまで広がっ

ているとはいえない。これは私の責任も含めて

なのですけれども、こうした講演会や研修会な

どを行っていますが、もっと数も増やしていか

なければならないし、先ほどおっしゃった、宝

まで到達するような人材をぜひ、もっと広く、

もっと高くということで、欲張りではあるんで

すけれど、もちろんそれは都市政策研究所だけ

でやっていただくものではないと思っています。

もちろん人材育成センターもありますし、そこ

での努力ももちろん必要です。それから外部と

の連携のなかで、「学」との連携は非常に重要な

ことです。今日は九州大学からおいでいただい

て、熊本の大学の話題がほとんど出なくて申し

訳ないのですけど、熊本の大学の皆さんとも連

携をしながら、課題解決に向けた具体的な方法

を研究したりやっているところです。もちろん

そういう所との連携も深めつつ、さらに個人と

しても組織としても、レベルアップしていかね

ばならないと思っています。今後もしっかり着

実に、段階を踏んでやっていただいていると思

っています。やはり土台がしっかりしなければ

グラグラっとなってしまいかねない組織であり

ますから、ぜひ今後も、これまでやってきても

らったことを踏まえて、そして今後はより具体

的な政策課題の解決に向けて、存在感のある研

究所になっていくことを期待しています。 

 

蓑茂 谷口先生は、ほかの類似した研究所の事

例をよくご存知だと思いますがいかがでしょう

か。 

 

谷口氏 ぜひ、私も今日一言申し上げたかった

ことがあります。私は今、公益財団法人福岡ア

ジア都市研究所の企画委員を務めておりまして、

そこで感じたことです。福岡の場合、もともと

アジア関係をやっていた団体と都市計画の団体

とを一緒にして法人ができたわけですが、そも

そもこの法人が要るのかという根本的な議論を

数年前にしました。そこでは今の研究所が本当

に市のために役に立っているのかということを

含めて、かなりシビアな議論があったわけです。

それはどういうことかというと、中で研究する

テーマ、研究する方が、どうしてもアカデミア

のほうに近いと、自分の専門的な研究が先にあ

って、その研究をするためにここにある材料を

使って、という発想になる場合があるのです。

つまり段々専門的になると、それが本当に市の

ために役に立つ研究なのか見えなくなってくる

ところがあります。他方、逆に、例えばアジア

で、ある会議があるので会議のロジスティック

（※設営）関係をやってくださいと市から投げ

られたりすると、今度は行政の仕事ばかりやる

のです。そうすると、市にとっては人手不足な

ので役に立つかもしれないけれど、研究所とし

ては何のストックも残らない。これは行政の一

部を担うようなことですけど、研究所はそもそ

も何のためにあるのか、原点を固めておくこと

は非常に大事だと思います。つまり、特定の都

市計画の研究をやる研究所では必ずしもない、

「熊本市」の研究所であるということ。一方で

行政のお手伝いをする組織でも必ずしもない。

それはやはり長期的に、行政では難しいことや

政策上ストレートに言いづらいことでも研究所

なら言える。筋の通った、といいますか、要す

るに原理原則をきちっと説明できる組織として、

研究所がものを言えるというのが市にとっても

ありがたい、ということが恐らくあるだろうと

思います。だから市との距離をどうとるかとい

うことが非常に大事です。離れるとそもそも要

らないとなるし、あまりに近いと市の中と一緒

にしてしまおうということになります。でも私

はこういう研究所があることは非常にいいこと

だと思っています。つまり、福岡で廃止論が出

たとき、やはりこれは残すべきだ、これを活か

すべきだ、ではどうやったら活きるようになる

のかという事を真剣に中の人も外の人も考え、

動かしていった。熊本市でも、研究所が本当に

市のために活きるためにはどういうスタンスで、

どういう原理原則でもって動かすかということ

を最初にしっかり固めていただきたい。おそら

く研究所の活動は、今まさに市の大事な政策を

長期的に、かつアカデミアも含めてきちっと基

礎を固めて研究するということをやっておられ
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て、それが次の市の政策に反映されるという形

で活動されると本当にものすごいパワーが、市

全体として出ると思います。 

 

蓑茂 今年の三月に友好都市であるハイデルベ

ルク市に行ってきました。シンポジウムがあり

ましてそのテーマが「知識基盤型社会のまちづ

くり」というものでした。知識基盤型というも

のをどう解釈するかですが、私の考えでは、自

然科学的、社会科学的、さらには人文科学的な

知見というものを提供して、それをどうまちづ

くりの中で使うかということが大事な社会だろ

うというのがおそらく議論の骨組みでした。そ

ういうことを経験してみますと、たぶん熊本で

もこれからはそれが重要になると思います。先

ほど市長のほうから、地元の大学との連携とい

う話が出ましたが、私も地元の大学にいました

ので、そのときもそういったことを視野に入れ

て、地域連携センターだとか、あるいはリカレ

ント教育だとかいろいろな言葉が出ましたが、

ＣＰＤセンターもつくった経験があります。大

学の先生というのは、地域ではいろいろな審議

会の委員などをたくさん頼まれます。そうなり

ますと、政策研究をひとつくらい経験しておか

ないと、発言するのにかなり困ると思うんです。

そういう場にも、こういう研究所での活動が拡

大していけばいいなと思っています。そういっ

たことがこれからの大きな課題ではないかと感

じています。時間がもう少しあります。 

 

幸山市長 総合計画の話題が出ましたが、熊本

市も平成21年からスタートし、この前、中間見

直しをしたばかりですが、最初その計画をつく

ったときは、もうすでに現時点で人口減少に転

じているという見通しだったのです。しかし実

際5年経って、調査してみるとまだ増え続けて

いるという状況です。この一番大きな要因は、

社会増です。それまで10年くらいずっと社会減

だったのが新幹線開業の年ぐらいから社会増に

転じており、いまだに人口が増えているという

状況であります。ただ、確実に人口減少は将来

訪れるということは、この中間見直しの中でも

見込んでいて、私たちとしては、70万人程度は

最低でも維持しようということを目標として掲

げています。その中で、少子化対策と定住人口

の増加、交流人口の増加をあらためて三つの柱

に据えまして、政策も重点化していくなかで、

人口の維持も何とか達成して行こうということ

を新たな目標としているということであります。

政令市に移行して、新幹線も開業してというこ

とで、これから新たな第二のステージに熊本市

は移って行くと感じており、ぜひそこを支えて

いくのは今おっしゃったような知識基盤型であ

るということも間違いなくありますし、都市政

策研究所としては、そこをしっかり支えていた

だきたいと思います。またそこに対しては外か

らの視点といいますか、別に私も道州制絶対論

者ではないのですが、やはり九州の中での連携

も必ずや必要になってまいりますので、谷口先

生にぜひ福岡のほうからご覧いただいて、熊本

市に対していろいろとアドバイスをいただけれ

ば、ありがたいと思った次第です。 

 

蓑茂 お礼の言葉もいただきましたので、一応

これで終わりにしたいと思います。今日は地域

の自立という言葉も大変印象深く伺いました。

おんぶに抱っこではなく、自分で立たないとダ

メだ、ということですね。そういった意味のガ

バナンスの問題をご指摘していただいたという

ことで、開設2周年の記念講演会を終わりにさ

せていただきたいと思います。いつもご清聴あ

りがとうございます。次回11回目の講演会も新

年を迎えて開催いたしますので、お時間をつく

っていただいて、またご参加いただきたいと思

います。今日は谷口先生、幸山市長ありがとう

ございました。 

 



【講演録要旨】 

 

  地域経営を担う高い企画立案能力を持った人材を育成や、地域の課題解決に貢献する政

策デザイン手法、人材開発プログラムを研究されるとともに、その実践として産学連携の講

座を開設されている、九州大学産学連携センターの谷口博文教授をお招きして講演会を開

催しました。 

   講演会では人口減少問題を地域課題のひとつと捉え、自治体消滅の危機がリアルに語ら

れる今日、東京一極集中の社会を地域拠点都市中心の構造に変える必要性があり、そのため

には政策形成過程が、中央から地域へ、役所から現場へ、そして中央依存から自己決定へ変

わらざるを得ず、それができるかどうかは、地域自身のガバナンス改革とそれを支える人材

力にかかっているとの提言をいただきました。 

   また、そのための具体策として産官学の三位一体連携を通じた人材育成の取組みも紹介

していただきました。 

 

 

  



【鼎 談】 「持続可能で創造的な都市づくりと人材育成」 

谷口 博文 氏 [九州大学産学連携センター教授] 

幸山 政史      [熊本市長] 

蓑茂 壽太郎   [熊本市都市政策研究所長] 

 

 広域的な視点に立った政策立案の必要性など、今後の熊本市の目指す姿につい

て、また、今後の都市政策研究所のあり方についての議論がありました 

 

熊本市都市政策研究所長 蓑茂壽太郎 

 

熊本市長 幸山政史 

 

九州大学産学連携センター教授 谷口博文 氏 



熊本市都市政策研究所 

開設２周年記念講演会 
 

                  日時：平成 26年 11 月 5日（水）15～17 時 

場所：熊本市国際交流会館 7階ホール 

 

次 第 
 

１ 開会   

 

２ 主催者挨拶  

   熊本市都市政策研究所 所長 蓑茂 壽太郎 

 

３ 講演（15：05～16：15） 

『地域を担う人材育成と地域の自立』～パブリックガバナンス改革～ 

講師：九州大学産学連携センター 教授  谷口 博文 氏  

 

４ 鼎談（16：15～16：55） 

『持続可能で創造的な都市づくりと人材育成』 

   九州大学産学連携センター教授  谷口 博文 氏 

   熊本市長            幸山 政史 

   熊本市都市政策研究所長     蓑茂 壽太郎 

 

５ 閉会   

 

 

※ 講演会終了後、市民会館内レストラン（ティアのもったいない食堂）で 

意見交換会を実施します（会費 2,000 円）。当日参加も可能です。 

 



 

 

九州大学産学連携センター教授  谷口 博文（たにぐち ひろふみ）氏 

  

   
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

～これまでの講演会～ 
 

第１回 

平成 24年 10 月 23日 

「熊本市都市政策研究所に期待すること～少子高齢化社会に向けて」 

一般財団法人計量計画研究所  代表理事 黒川 洸 氏 

第２回 

平成 25年 2 月 15 日 

「環境未来都市 くまもとの都市計画ビジョンと課題」 

国立大学法人熊本大学副学長  両角 光男 氏  

第３回 

平成 25年 5 月 10 日 

「日本農業の活路を探る」 

   名古屋大学農学部教授  生源寺 眞一 氏  

第４回 

平成 25年 7 月 2日 

「都市づくりと流域環境思考」 

東京都市大学教授・造園家  涌井 雅之 氏  

第５回 

平成 25年 8 月 22 日 

「地域経済の再生と構造変化」 

慶應義塾常任理事・慶應義塾大学名誉教授   清水 雅彦 氏  

第６回 

平成 25年 10 月 11日 

「市民協働のまちづくり～ワークショップを知ろう～」 

熊本県立大学教授    明石 照久 氏  

第７回 

平成 26年 2 月 7日 

「元気で楽しい都市に観光客はやってくる」 

公益財団法人日本交通公社 ｼﾆｱ・ﾌｪﾛｰ  小林 英俊 氏  

第８回 

平成 26年 5 月 22日 

「生涯現役社会づくり」 

NPO 法人ｱｼﾞｱﾝ・ｴｲｼﾞﾝｸﾞ・ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ理事長  小川 全夫 氏  

第９回 

平成 26年 8 月 12日 

「子どもが地域愛を育むﾌﾟﾛｾｽ－まちづくり・地域活性化原論として－」 

東京農工大学名誉教授  千賀 裕太郎 氏  

 

 1977年東京大学法学部卒。大蔵省（現財務

省）入省後、在オーストリア大使館参事官、

主計局主計官、法規課長、九州財務局長、

金融庁審議官、国土交通省政策統括官等を

経て、2009年8月から現職。産学連携による

地域政策デザイナー養成講座を開設し、実

践力のある企画立案能力の高い人材育成を

目指している。 

専門は公共政策、官民連携(PPP)。 


